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令和６年度第２回愛知県地域職業能力開発促進協議会 

 

開催日時 令和７年３月５日（水） 午前９:３０～午前１１:３０ 

出席者 

会 ⾧  

愛知みずほ大学 人間科学部 心身健康科学科 特任教授 金 井  篤 子 

委 員  

愛知県経営者協会 専務理事兼事務局⾧  岩 原  明 彦 

愛知県中小企業団体中央会  専務理事 佐々木 靖志 

愛知県商工会連合会 専務理事 伊 藤  雅 則 

日本労働組合総連合会 愛知県連合会 副事務局⾧ 森   尚 己 

一般社団法人 愛知県専修学校各種学校連合会  副会⾧ 髙 岡  聡 和 

社団法人 全国産業人能力開発団体連合会 

株式会社ニチイ学館 名古屋東支店 

 

支店⾧ 

 

早 川  克 広 

愛知県職業能力開発協会 専務理事兼事務局⾧ 市 田  和 仁 

日本福祉大学  リカレント教育事業部部⾧ 井 上  京 子 

株式会社パソナ  

東海営業本部 名古屋第２営業部 

 

東海パブリックチーム副部⾧ 

 

明 神  正 行 

独立行政法人  

高齢・障害・求職者雇用支援機構 愛知支部 

支部⾧ 遠 藤   聡 

愛知労働局 局  ⾧ 小 林  洋 子 

代理出席 

中部経済産業局地域経済部  

地域振興・人材政策課  

 

課⾧補佐 

 

竹 川  杏 奈 

愛知県労働局 就業推進監 森  英 輝 

欠席委員   

名古屋商工会議所  中小企業部 会員サービスユニット⾧ 坂 野  元 彦 

中部経済産業局地域経済部 地域振興・人材政策課 課  ⾧ 北 野  昌 美 

愛知県労働局 局  ⾧ 大 嵜 み ど り 
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 事務局   

愛知労働局 職業安定部 部 ⾧ 林   幹 雄 

愛知労働局 職業安定部 訓練課   課 ⾧ 圡 方    健 

        〃 課⾧補佐 内 藤  正 樹 

        〃 地方人材育成対策担当官  井 上   弘 士 

        〃 地方職業指導官  松 山  泰 基 

愛知県労働局 産業人材育成課     課  ⾧  花 木  俊 敬 

        〃 主  査  小 林   晃 

        〃 主  査  野 田  祐 美 

 

議題 

（１）公共職業訓練の実施状況について 

（２）デジタル人材のニーズ調査結果について 

（３）令和７年度愛知県地域職業訓練実施方針及び計画（案）について 

（４）令和７年度に実施する公的職業訓練効果検証ワーキンググループの検証分野について 

 

【事務局（小林）】  ただいまから令和６年度第２回愛知県地域職業能力開発促進協議会を

開催いたします。 

 皆様方におかれましては、大変お忙しい中御参加をいただき、誠にありがとうございます。 

 私は、本日の進行を務めさせていただきます愛知県労働局産業人材育成課、小林と申します。

どうぞよろしくお願いいたします。 

 なお、本日の御発言につきましては、後日、資料と併せて愛知労働局のホームページで公開

をさせていただきますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、本協議会の開会に当たり、愛知県労働局⾧代理、森就業推進監より御挨拶させて

いただきます。 

【森英輝委員】  皆様、おはようございます。愛知県労働局就業推進課の森でございます。 

 本日、労働局⾧の大嵜が、他の公務により出席がかないませんでしたので、代理で出席させ

ていただいております。よろしくお願いいたします。 

 令和６年度第２回愛知県地域職業能力開発促進協議会の開会に当たりまして、共催県として

御挨拶させていただきます。 
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 委員の皆様には、日頃から本県の労働行政、とりわけ職業能力開発の推進に御理解、御協力

をいただきまして感謝申し上げます。 

 さて、デジタル化の急速な進展に伴い、産業分野においてもデジタル人材の育成は喫緊の課

題となっております。そうした中、愛知県の令和７年度予算案では、デジタル人材の育成支援

を重点事業の１つとして掲げております。これまでも実施している中小企業に対するアドバイ

ザー派遣ですとか階層別の研修に加え、デジタル化に取り組めていない中小企業の経営層に対

して、デジタル化に必要な人材の育成や、生成ＡＩの活用を働きかけるワークショップ、それ

から、セミナーを新たに実施してまいります。 

 公共職業訓練につきましても、在職者訓練の定員を今年度の１,６００名から２,０００名に

拡充するとともに、定員の半数以上をデジタル活用分野の訓練として実施いたします。雇用セ

ーフティーネット対策訓練では、全てのコースでデジタルリテラシーを含むカリキュラムを設

定いたします。また、岡崎高等技術専門校につきましては、三河地域の拠点校である三河高等

技術専門校として４月１日からスタートすることになります。これに合わせて、デジタル化に

対応した訓練を新設するなど、デジタル人材育成に関する訓練を充実してまいります。 

 そして、技能五輪全国大会・全国アビリンピックにつきましても、２０２５年度大会も引き

続き、本県も主催者の一員となって、アイチ・スカイ・エキスポを中心に開催いたします。ま

た、２０２８年技能五輪国際大会を、日本、愛知において開催することは、次代を担う若者に

とって大きな目標となるとともに、子供たちのモノづくりへの興味関心を育む絶好の機会とな

ります。国をはじめ、関係機関と共に準備を進めてまいりますので、御理解と御協力を賜りま

すようお願い申し上げます。 

 本県では、今後もこうした取組を通じて、職業能力開発の促進と技能振興にしっかりと取り

組んでまいります。 

 最後になりましたが、本日の会議が有意義なものとなりますことを期待いたしまして、私の

挨拶とさせていただきます。本日はよろしくお願いいたします。 

【事務局（小林）】  ありがとうございました。 

 続きまして、愛知労働局⾧、小林様より御挨拶をお願いいたします。 

【小林委員】  皆様、おはようございます。愛知労働局⾧の小林でございます。 

 年度末の大変お忙しい中、委員の皆様方におかれましては、本日の協議会に御出席いただき

まして、本当にありがとうございます。 

 また、日頃から人材育成の推進をはじめ、労働行政に多大な御尽力、御協力をいただいてお
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りますことに、この場をお借りして厚く御礼申し上げます。本当にありがとうございます。 

 直近の令和７年１月の有効求人倍率ですけれども、昨日解禁日だったんですけれども、１.

２７倍となってございまして、人手不足感というのが⾧期化している中でございますけれども、

企業におかれましては、人材育成、それから、人材定着に目を向けていただいているのではな

いかと思います。 

 また、そういう人材不足の⾧期化の中では、省力化や省人化、これに対する投資も進められ

て、取り組まれているんじゃないかなというふうに思っておるところでございます。省力化、

省人化の投資で生産性の向上を図っていくということは、持続的な賃上げの観点からも非常に

重要なことだと思っておりまして、生産性の向上のためには、社会のあらゆる分野のデジタル

化、これを進めていくことが必要であると思っておりますし、デジタル化を進めるということ

は、それを支える人材育成がどうしても必要になってくるというふうに考えております。 

 一方、労働者個々人に目を向けても、経済社会の変化に対応したリスキリング、学び直しは、

これは労働者個々人の観点からも重要だと思っておりますので、行政としてはリスキリングに

よる能力向上への支援、これを一層進めていきたいというふうに思っております。 

 さらに、愛知県さんからもお話がございましたけれども、２０２８年技能五輪の国際大会が

愛知で開催されることが決定してございますので、若い方のものづくりに対する関心を高める

こと、そして、技能振興の機運を醸成することで、自動車産業をはじめとする製造分野の人材

育成支援、これも求められているというふうに思っております。 

 幾つか地域ニーズや課題が、今申し上げたようにございますけれども、本日、御議論をいた

だく来年度の地域職業計画実施計画（案）、これは、今申し上げたような地域ニーズや課題に

対応するものとして、案として、私ども、取りまとめさせていただいております。 

 また、第１回協議会におきまして、委員の皆様方から、企業が求めるデジタル人材って一体

何ぞやということを把握する必要があるのではないかというふうな御意見を頂戴しましたので、

その調査も、企業のニーズ調査もさせていただいたところでございますので、本日は、実施計

画（案）とともに調査結果も御説明をさせていただきたいと思います。 

 委員の皆様方にはぜひ、この実施計画（案）、そして、企業ニーズ調査につきまして、忌憚

のない意見交換、御意見いただけますようによろしくお願いしたいと思います。 

 本日はよろしくお願いいたします。 

【事務局（小林）】  ありがとうございました。 

 本日の資料は、お手元にございます配付資料一覧のとおり御用意させていただいております
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ので、御確認をお願いいたします。 

 今回、御異動によりまして、愛知県経営者協会専務理事、岩原様に新たに委員に御就任いた

だいております。本来であれば御挨拶をいただくところでございますが、お手元の出席者名簿

により御紹介に代えさせていただきたいと存じます。 

 なお、本日は、名古屋商工会議所、坂野様が御欠席となります。また、中部経済産業局地域

経済部地域振興・人材政策課課⾧の北野様が御欠席となり、同課の課⾧補佐の竹川様に代理出

席をいただいております。 

 それでは、協議会の議事に移らせていただきます。 

 本協議会の会⾧につきましては、愛知みずほ大学人間科学部心身健康科学科の金井教授を会

⾧に任命させていただき、本協議会の議事進行をお願いしたいと思います。 

 金井会⾧、よろしくお願いいたします。 

【金井会⾧】  金井でございます。本日はよろしくお願いいたします。 

 それでは、早速次第の２、議題に入っていきたいと思います。 

 まず、（１）公的職業訓練の実施状況について、愛知労働局、愛知県機構の順で、それぞれ

御説明をお願いいたします。 

【事務局（圡方）】  それでは、愛知労働局の訓練課⾧の圡方と申します。よろしくお願い

いたします。 

着座で説明させていただきますが、まず、私のほうからは、６年度の公的職業訓練の実施状況

ということで、資料ナンバー１と資料ナンバー３でお話をさせていただきます。 

 求職者支援訓練についての説明をさせていただきますが、資料ナンバー１の右側の求職者支

援訓練の６年１２月末現在の状況でございますが、上から、デジタル分野の１つでありますＩ

Ｔ分野、こちらの実施状況についてですが、開校する訓練コースがやや減少しており、受講申

込者数も減少しております。応募倍率は９６.７％となっており、やや低下している状況でご

ざいます。 

 それから、その下、営業・販売・事務分野については、従前から応募倍率が非常に高く、訓

練の受講機会を拡充することが課題でありました。6年度は、訓練コースが増え、定員も９６

名ほどになり、受講申込者数も増えたのですが、定員の拡充したことの効果によって、前年度

の同じ時期、１５７.６％だったものが、応募倍率が１１４.８％ということとなり、訓練受講

者の受講機会が確保される状況になってきております。 

 それから、医療事務分野については、昨年よりやや下回っておりますが、ほぼ昨年並みで推
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移しています。その下の介護・医療・福祉分野、こちらは特徴的なところがございまして、こ

の分野は、全国的に定員の充足率が非常に悪く、応募倍率もあまり高くならない傾向があるの

ですけれども、愛知の求職者支援訓練におきましては、応募倍率が１０２.６％と１倍を上回

っております。定員充足率も８割近くで、非常に良い状況になってきており、開校するコース

数及び定員数も増え、受講申込者数も増えながら、応募倍率、充足率がとても良い状況になっ

ているということでございます。 

 この要因としては、介護に関係する訓練、介護初任者研修に係る訓練について、求職者支援

訓練においては、最近、２か月の訓練期間を標準とする訓練が増えてきております。従前は、

3か月の訓練期間が多かったのですが、同じ資格等を2か月の短期間で習得できることになっ

たことにより、訓練の受講申込者が増えて、順調な形になってきているのではないかと思って

おります。 

 それから、デザイン分野、これもデジタルの分野の１つでございますけども、この分野は、

６年度の訓練の効果検証に取り組んだ分野でございます。この分野は、応募倍率は非常に高く

て、就職率があまり伸びない状況であるため、訓練の受講機会の確保に取組ましたが、応募倍

率は昨年とほぼ同じぐらい、１８１.６％で、非常に高い状況が続いています。現状、受けた

くても受けられない方々がまだ多数いるということで、引き続き、受講機会の拡充を図ってい

かなければいけない状況でございます。 

 それから、理容・美容関連分野、こちらについては、受講者数等、昨年よりも若干減ってい

るのですけれども、ほぼ同じような状況で推移しているところでございます。 

 それから、求職者支援訓練には基礎コースがございますが、こちらについては、訓練の計画

を組んでいるのですけども、開校される訓練コースが少なく、低調な状況が続いております。

また、求職者の方々の応募もあまり伸びない現状あるため、その対応等について、また後ほど

お話をさせていただきたいと思っております。 

 最後に、ＩＴ分野とデザイン分野を足しまして、デジタル分野ということで整理しており、

一番下に参考で数字を記載させていただいています。ＩＴ分野は若干数字が伸びていないので

すが、デザイン分野は非常に応募者が多いことから、これら合わせたデジタル分野の応募倍率

は１７０.１％ということで、非常に高い状況になっており、デジタル分野としては、引き続

き、訓練機会を増やしていくことが求められている状況でございます。 

 私のほうからの説明は以上とさせていただきます。 
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【事務局（花木）】  愛知県労働局産業人材育成課⾧の花木でございます。説明は着座にて

失礼をいたします。 

 それでは、資料１の左側、愛知県の欄を御覧ください。 

 離転職者向けの公共職業訓練の令和６年度実施状況でございますけれども、愛知県では、離

職者向けの訓練といたしまして、施設内訓練と委託訓練を行っております。 

 まず、委託訓練でございますけれども、求職者の就職を支援するため、雇用保険の受給者な

どを対象として、雇用セーフティーネット対策訓練を、専修学校等の民間教育訓練機関に委託

して、幅広い分野で実施いたしております。 

 全体の状況ですけれども、定員３,３７１人に対して、受講者数２,２８９人、うち女性が１,

７１７人でございます。受講者数については、昨年度の同時期と比べますと８３人の減少とな

っておりますが、全体の充足率は６７.９％と、昨年度の７０.１％とほぼ同じ状況となってお

ります。 

 分野別に申しますと、ＩＴ分野、介護・医療・福祉分野、それから、その他分野、こちらは、

こども英語インストラクター養成科というコースも実施しておりますけれども、これらの分野

の定員充足率が低い状況となっております。一方で、医療事務分野とデザイン分野については

高い定員充足率となっています。 

 次に、資料をおめくりください。 

 施設内訓練ですけれども、施設内訓練におきましては、名古屋校、岡崎校、東三河校の県内

３校の高等技術専門校におきまして、総合造園科といった農業分野や、金属加工科、電気機器

科、陶磁器科といった製造分野、建築総合科といった建設関連分野の訓練を実施しております。 

 施設内訓練の受講者は、定員４８０人に対しまして、受講者数が２９６人で、うち女性が１

０１人、定員充足率が６１.７％という状況でございます。 

 分野別に申しますと、まず、農業分野ということで、総合造園科については１００％と高い

定員充足率となっております。製造分野については全体の充足率が６４.２％と低い状況にな

っておりますが、内訳を見てみますと、電気関連分野ということで、電気機器科、電気工事科、

そして、その他の製造関連分野ということで、陶磁器科については１００％に近い充足率とな

っております。一方で、金属関連分野とあります金属加工科については訓練生を確保すること

が非常に難しい状況となっております。 

 次に、資料２を御覧いただきたいと思います。 

 令和６年度愛知県雇用セーフティーネット対策訓練月別開講状況でございます。一番右下の
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ところの定員の１、２、３、４、５番目ですかね。一番右下の右から５列目のところに定員が

ございますけれども、３,３７１人とありますが、入校者が２,２８９人、うち女性が１,７１

７人で、女性比７５.０％となっております。定員全体の充足率は６７.９％となっております。

地域別を見ていただきますと、名古屋が、定員２,６２３人、入校者１,８２５人、充足率６９.

６％、岡崎が定員４３０人に対して、入校者２５６人、充足率５９.５％、東三河が定員２８

８人に対し入校者１８２人、充足率６３.２％となっております。 

 特に東三河地域における受講者の確保が課題となっておりますけれども、昨年に比べると、

定員充足率は同時期の比較で６３.２％から変化していないものの、おととしは５６.８％であ

ったことから、一定の改善が見られております。要因としましては、コロナ禍において、豊橋

のハローワークにおける雇用保険説明会で、訓練実施施設によるブース設置及び個別説明会を

中止しておりましたが、新型コロナウイルスが５類に移行してから、この個別説明会を再開し、

継続して実施していることが考えられます。引き続き、愛知労働局、そして、各ハローワーク

と連携した応募者確保に取り組んでまいりたいと考えております。 

 最後に、今年度第１回の協議会において、愛知県中小企業団体中央会の佐々木委員から御質

問のありました、ＩＴ分野のうち、中小企業へ就職した方の割合はどのくらいかという質問に

ついて補足をさせていただきます。 

 第１回の協議会においては、中小企業へ就職された方の割合に関するデータを取っていない

と回答いたしましたが、確認をしましたところ、就職を理由に訓練を途中で辞められた方の就

職先の企業規模についてはデータを取っておりませんが、訓練を修了された方の就職先の企業

別データは扱っておりましたので、そちらの最後まで修了した人だけの割合になりますけれど

も、参考に結果を報告させていただきます。 

 参考資料３－１の左側、公共職業訓練（愛知県委託訓練）の欄を御覧ください。 

 令和５年度の公共職業訓練の実施状況でございます。御質問のありましたＩＴ分野について

ですけれども、就職者４３２人のうち、ここには記載がありませんが、修了就職者、最後まで

訓練を修了して就職した方が３８１人となっております。この修了就職者のうち２７３人が中

小企業へ就職した方の人数となっておりまして、割合としては７１.７％となります。 

 なお、委託訓練全体では、修了就職者のうち７６.３％の方が中小企業へ就職したという結

果になっております。 

 説明は以上でございます。 

【遠藤委員】  雇用支援機構愛知支部の支部⾧をしております遠藤と申します。どうぞよろ
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しくお願いをいたします。着座にて失礼をいたします。 

 私からは、当機構で設置、運営をしております中部職業能力開発促進センターと名古屋港湾

労働分所におけます施設内訓練の実施状況について御説明をさせていただきます。 

 資料１の裏面の右側の欄を御覧いただければと思います。 

 令和６年１２月末現在での離職者訓練の実施状況になります。中部職業能力開発促進センタ

ーでは、製造分野で電気設備技術科などの２０コース、建設関連分野で住宅診断サービス科の

５コース、その他分野で９コースの計３４コースを実施しております。 

 また、名古屋港湾労働分所では、建設関連分野でクレーン運転科の２コース、その他分野の

２コースの計４コースを実施しており、両施設で３８コースを実施しているところでございま

す。 

 合計欄の右側になりますけれども、定員充足率は全体で９１.０％と、昨年度同時期と比べ

２ポイント低くなっております。 

 また、下のデジタル分野では、製造現場のＩＣＴ化に対応したＩＣＴ生産サポート科など９

コースを実施しておりまして、定員充足率といたしましては９５.２％と、昨年度同時期と比

べて１ポイントほど低くなっております。 

 応募倍率につきましては１２９.２％と、昨年度の同時期と比べ３ポイント低くなっており、

受講決定後に就職等により辞退される方も前年度より増えていることもあり、定員充足率が若

干減少しているところでございます。 

 この資料には記載しておりませんけれども、令和６年１２月末現在の就職率といたしまして

は９４.５％と、昨年度同時期と比べ約９ポイント高くなっているところでございます。製造

分野を中心に人手不足が顕在化しておりまして、就職支援の面では追い風になっているという

こともございますけれども、受講生との面談回数を増やしたり、就職が決まらずに訓練を修了

した訓練生には、期的にセンターへ来所するよう働きかけをするなどの取組を行っていること

で、就職率が向上していると考えております。 

 私からの御説明は以上となります。 

【金井会⾧】  ありがとうございました。 

 今３者からそれぞれ状況を御説明いただきましたし、前回の御質問にも御回答いただけたか

と思います。それでは、今の説明について、どこからでも結構でございますが、御質問あるい

は御意見をいただければと思いますが、いかがでございましょう。 

 佐々木委員、お願いいたします。 
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【佐々木委員】  中央会、佐々木でございます。 

 前回の質問事項にお答えいただきましてありがとうございました。この状況を見ますと、非

常に中小企業のためになっているということでございます。また、今日の資料の中で、デジタ

ルニーズの調査の結果もございますので、またその結果を踏まえさせていただきまして、御意

見、御質問等させていただきたいと思いますが、まずもって、ありがとうございました。 

【金井会⾧】  ありがとうございます。 

 ほかにいかがでございましょうか。 

 それでは、井上委員、お願いいたします。 

【井上委員】  愛知労働局の求職者支援訓練について詳しく教えてください。 

 先ほど、介護・医療・福祉分野のところで、初任者研修の訓練期間を２か月という形で修正

したことによって応募が増えたということだったんですけれども、もともと⾧かったものを短

くしたということなのか、短かったものを⾧くしたということなのか、これはどちらでしょう

か。 

【事務局（圡方）】  もともとは３か月ぐらいが標準だったものです。求職者支援訓練は、

基本的に訓練を行う機関が、カリキュラムを組んで申請を上げてくるものを認定するという形

を取っているのですが、訓練機関から認定申請として上がってくる訓練自体が、２か月がベー

スになってきているということです。求職者支援訓練において、３か月の介護の初任者研修の

訓練もあるのですが、それは、外国人向けの訓練であり、そちらの方は３か月が標準的になっ

ています。日本人の方が基本的に受けられる訓練は２か月標準に、ほぼほぼなってきていると

いうことです。 

【井上委員】  ありがとうございました。 

【金井会⾧】  ほかにいかがでございましょうか。よろしゅうございますか。 

【森尚己委員】  連合愛知の森と申します。よろしくお願いします。 

 資料１の裏面のほうなんですけれども、この間もこういう傾向だったのかどうかは私も承知

していないんですが、右側の機構愛知支部のほうでいきますと、応募倍率が１００％を超えて

いる状況で、左の愛知県のほうでいきますと、同じ分野でも応募率が低いということで、愛知

県の訓練の応募倍率の差をどのように分析されているのかとか、どのように受け止めているの

か。中身が違うのかもしれませんけども、そのあたり、分かれば教えていただきたいと思いま

す。 

【事務局（花木）】  愛知県ですけれども、まず、製造分野に関しましては、先ほども少し
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説明したんですけれども、金属機械関係が、非常に応募状況が低くなっておりまして、６か月

訓練のものを、名古屋とか岡崎で、それぞれ半年ごとに３０人ずつ募集するという状況になっ

ておりまして、今年度に関しましては、名古屋ですと、まず、金属関係ですと、半年ごとに３

０で、年間募集定員が６０人なんですけれども、このうち入校者が１２人という状況になって

おります。岡崎のほうも半年ごとに３０になるんですけれども、年間６０人に対して８人とな

っていて、こういうふうに極端に低いところがあったりするのが機構さんとの大きな違いなの

かなと思います。できるだけ訓練生を１人でも多く入れたいと、ＰＲには注力をしているんで

すけれども、現状訓練生が集まっていない状況でございます。 

【金井会⾧】  ほかにいかがでしょうか。よろしゅうございますか。 

 そうしましたら、また前に戻っても全然問題ございませんので、次の議題に移らせていただ

きたいと思います。 

 次の議題でございますけれども、（２）デジタル人材のニーズ調査結果についてということ

で、先ほどもありましたけれども、前回のこちらの協議会で出ましたいろんな御意見を踏まえ

て、詳しくニーズ調査をしていただけたということでございますので、結果のほうの御報告を

よろしくお願いいたします。 

【事務局（圡方）】  愛知労働局訓練課⾧の圡方ですが、着座でお話しさせていただきます。

資料ナンバー４でお話をさせていただきます。 

 まず、今回のニーズ調査結果をまとめたものを１枚目につけております。 

 前回の協議会におきまして、デジタル分野の中で、デザイン分野、ウェブデザインだとか、

そういった訓練の状況についてワーキンググループで検証いたしました。その結果を報告させ

ていただいたのですが、その中で、いろいろな課題だとかが見えてきた部分がございます。そ

の部分については、１の項目の１（２）ところでまとめさせていただいています。検証・分析

を進める中で、訓練を受けた方々、基礎的なデジタルスキルを習得したものの、業界情報だと

か、あと、実務経験、スキルがやっぱり訓練のみでは若干足りないということで、実際のとこ

ろ、訓練を受けたけれども、その関連分野へ就職できない人が多数いることが分かってきまし

た。 

 就職した人の中で、ウェブ関連以外に就職した人が実に７割、それから、業界情報だとかそ

ういったことがあまりよく分かっていないまま活動し、うまくいかなかった人が多く、そうい

った情報が必要だと思っている方が４割。それから、求人応募不調理由が、スキル、経験が不

足していたとする方が３割。あと、ここには記載していないのですが、ハローワークにおける
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デジタル分野の求人が少ないことから、ハローワークをあまり利用できなかった方がいること

がわかりました。 

 先般、委員のほうからも、中小企業をはじめとする企業が求めているデジタルの人材って、

どんな人材を求めているのだろうかという御意見もございました。そういった御意見を踏まえ

ていく必要があると考え、今後の取組の方向性について、①、②、③、④ということで整理さ

せていただきました。①企業が求める人材ニーズ、情報をまずカリキュラムに反映させて、カ

リキュラムとマッチするような訓練コースを構築する必要があるのではないかということと、

あと、②訓練受講者に対しては、業界、企業が求めているスキルを具体的に示すことにより、

目標を明確化にし、訓練の意識が上がるようにする、③収集した情報を踏まえて、ハローワー

クで訓練の受講あっせんだとか相談に活用していく、それから、④訓練修了者を対象とする求

人確保、こちらにも取り組む必要があるということで、方向性を整理し、これらを行うために

は、まず、企業がどんなニーズを、デジタルの人材のニーズを求めているのかを調べる必要が

あるのではないかということで、１月２９日から２月１３日の間、ウェブでニーズ調査を行い

ました。 

 ニーズ調査は、７４１社に対して依頼をして、１４３社、約２０％、２割ぐらいの企業さん

から回答をいただきました。後ほど調査結果についてお話をさせていただきますが、次に資料

の１枚目の裏面を御覧いただきたいと思います。 

 ニーズ調査の依頼をする際に、企業さんのほうには、調査の回答の依頼に併せて、ハローワ

ークへ訓練修了者を歓迎する求人の提出もお願いしたいと連絡をさせていただきました。企業

においては、なかなかスキルとか経験が不足している者をいきなりデジタルで、専門職でとい

うことで採用することは難しいと思うわけでして、求人提出の依頼に併せて、「ＤＸ推進求人」

という区分の設定、新たな仕組みを構築させていただきました。実際のところ、デジタルの専

門職を必要とするという企業よりも、事務職とか販売職、そういった職種の中で、デジタルの

知見を活用できる人材を求めている企業が多いのではないかと考えているものであり、そうい

った企業の求人のほうが訓練を受けた方々にとっては就職につながる有効なものになるのでは

ないか考えるものです。ただ、現状、それらについて、ハローワークでは把握ができていなか

った部分がありますので、そういったことから「ＤＸ推進求人」という区分コードを立てて求

人を把握・確保することにいたしました。この調査の機会に併せてそういう仕組みを構築し、

企業さんのほうにもお知らせし、今後こういった形で求人を確保して、訓練の受講者に提供し

ていきたいと思っております。それから、職業訓練修了者歓迎求人についても、引き続き、求



 -13-

人の確保に努めていきたいと考えております。 

 項目３になりますが、今回のニーズ調査の結果につきましては、訓練の実施機関、訓練受講

者、ハローワークと共有して、カリキュラムの改善、受講あっせん、就職支援に活用していく

ものですが、併せて、企業さんの方にもこういった結果を示して、デジタル化について、どう

いったところから取り組んだらいいのだろうかと考える企業さんへの今後の指針として活用し

ていければと考えております。 

 それでは、実際の調査結果についてざっとお話をさせていただきたいと思います。まだこれ

は速報になりますので、今後中身について内容を深めていくことになりますが、１枚めくって

いただきますと、まず、今回、ご回答いただいた企業の業種・規模ということになりますが、

大体、製造業の企業さんから３割ぐらい、それから、建設業、情報通信業、卸売、小売業、こ

ちらの業種の企業さんからも多数御回答いただいているということで、下の左側の表を見てい

ただきますと、従業員規模でいきますと、２９９人以下の中小企業、①、②、③、④の数にな

りますが、こちらの中小企業さんからの回答が、約９割の回答を占めている状況でございます。 

 それから、５ページ、６ページのところを見ていただきますと、今回、デジタル化、ＤＸ、

これが必要かどうかというところでいきますと、「どちらかというと必要」まで含めると、９

割ぐらいの企業さんがそのように御回答いただいているということで、下の表を見ていただき

ますと、この割合が、３０～９９人、１００～２９９人、ここの層の企業さんが、特に取組が

必要という御回答が多かったということになります。 

 次のページを御覧いただきますと、現在、実際にＤＸに取り組んでいるのかどうかという質

問になります。「取り組んでいる」ところが７割ぐらいであり、「取り組む予定がある」まで

含めると約９割が取り組みを進めたいという意向があるということです。下の表で、規模感を

見ていきますと、やはり従業員規模が多い大企業さんになればなるほど、実際に、すでに取り

組んでいる割合が高くなり、少ない従業員の規模の企業になるとその割合が少ない状況になる

ということです。 

 次のページを御覧いただきますと、ＤＸについて、計画を立てて取り組んでいるのかという

ことですが、大体半々ぐらいになっています。計画を立てている割合は、従業員規模が多い大

企業の方が高くなっており、小規模の企業になるほど、計画を立てながら進めるという企業は

少なくなる傾向が見られます。 

 それから、次のページを御覧いただきますと、今度のＤＸ推進に当たっての課題ですが、①

知識、情報が不足、②スキルが不足、③統括する人材が不足、④実際に実行する人材が不足、
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この４つを課題と掲げる企業が多くなっております。 

 また、従業員規模ごとの整理ですけれども、２９９人以下の企業においては、予算が不足し

ていると回答する企業が多く、小規模になるほど、従業員の意識醸成がなかなか進まないとい

うことを課題とする割合が多くなっています。 

 １３のスライドのところで見ていただきますと、３００人以上の大企業においては、ＤＸ推

進を実行する人材が不足していることを課題とする企業が最も多くなっています。大企業は、

すでにＤＸ進める取組が一定進んでおり、進んでいるからこそ人材が不足しているということ

ではないかと思われます。 

次のページのスライド１５を御覧いただきたいと思います。人材の確保の状況についてです

が、半数の企業が「不足している」と回答しており、規模ごとで見ていきますと、３００人以

上の大企業では７割が「不足している」と回答しており、これは進めているからこその不足と

思われます。また、一方、２９人以下の小企業におきましては、黄色のグラフ「人材がいない」

とする企業が約２割になっている状況であります。 

 続きまして、スライド１７の人材の確保の方法はどういった方法についてですが、一番多い

のは「社内の人材育成」、それから「他部署からの配置変更など」「中途採用」が多くなって

います。２９人以下、３０～９９人以下の規模では、「社内人材育成」の占める割合が高く、

これが人材確保のメインになってきておりますが、次のページのスライド１９を御覧いただき

ますと、３００人以上の大企業におかれては、もはや「社内人材育成」では足りないというこ

とで、「中途採用経験者の外部採用」により人材確保を図るという企業が最も多くなっていま

す。 

 それから、ＤＸを推進したい業務については、総務、人事、経理などの管理系の業務を進め

たい企業が多い状況になっているのですけれども、次のページスライド２２を御覧いただきま

すと、１００人～２９９人、３００人以上の企業においては、「すべての業務」についてＤＸ

を進めたいという意向があることを確認しました。 

 次のページのスライド２３は、訓練・研修等の実施状況になります。３０～９９人規模の企

業が「実施している」と回答した割合が最も高くなっています。この規模の企業が、今、まさ

に取組を開始しているものと思われます。 

 その次ですが、企業は、どんな訓練・研修等に関心があるかということですが、１番高いの

が「⑦ＩＴツールの活用」、次いで「⑧のデータ活用による業務の効率化」、３番目が「生産

管理」となっています。スライドの２６以降は、どのようなスキルや習得水準が必要かという
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ことになります。クラウドファイル管理、それから、オフィスのソフト使用だとか、こういっ

たことが必要という御意見をいただいています。 

 ちょっと飛びまして、３０のスライドの下の表を見ていただきますと、今度は、ソフトとか

アプリについて、具体的にどのようなものを企業が使っているのか、今後、必要となるデジタ

ルスキルをまとめたものです。プログラム言語を見てみますと、ＶＢＡだとかが一番必要とい

う結果になっており、これらはデジタル系の訓練のカリキュラムの中の項目になるものです。

こういったデジタルスキルのニーズを訓練受講者なり訓練機関なり示すことにより、これは実

際に企業ニーズがあるとの理解の下、効果的に訓練が進められるのではないかと思っておりま

す。 

 翌ページ以降も、実際にどんなものを具体的に使っているのかを聞き取った内容になってお

りますが、ちょっと飛びまして、３６のスライドを見ていただきたいと思います。 

 一番下に、生成ＡＩのスキルを必要と回答する企業が非常に多くなっています。人材開発支

援助成金という人材育成した企業を支援する制度があり、労働局が助成金の申請書類を受理し

支給するものであう。申請書類にて、どのような訓練をやっていたのかおおよそ判別できるの

ですが、その項目を見ますと、最近は、デジタル系の訓練を実施した企業のうち、実に４割ぐ

らいが、生成ＡＩに関連する訓練になっています。公的職業訓練において、今後こういった生

成ＡＩのカリキュラムも盛り込む必要が出てくるものと思っております。少し時間が超過して

申し訳ございません。最後に、一番最後の４９のスライドを御覧ください。 

 公的職業訓練の修了者の雇用意向がありますかということについてお尋ねをしましたところ、

「積極的に雇用したい」「個々のスキルにより雇用を検討したい」という企業が大体半数ぐら

い、それ以外が半数ぐらいという状況になっています。 

 スライドの右側に、規模別にどういった意向かをまとめております。やはり９９人以下の企

業のほうが積極的に採用したいという御意向を持っておられ、こういった規模のところがより

採用される確率が高いため、訓練修了者が就職に向けて、求職活動していく企業のターゲット

となど、その見極めの参考になるのではないかと思っています。 

 ということで、少し急いでお話しさせていただきましたが、こういった情報を提供しながら、

カリキュラムの改善や就職支援、受講の意識の向上に努めていきたいと思っておりますので、

どうぞよろしくお願いいたします。 

 

【金井会⾧】  ありがとうございました。 
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 特に規模別データが非常に興味深いかなというふうに拝見させていただきました。ただいま

御説明いただいた内容につきまして、御質問を含めて、御意見等をいただければと思います。

いかがでしょうか。 

【岩原委員】  愛知県経営者協会の岩原です。こういった本当に細かいアンケート結果、こ

れは見たことなかったものですから、大変参考になりました。ありがとうございました。 

 １点、５年ぐらい前を思い出したんですけども、たしか２０２０年１２月だったと思うんで

すけども、愛知県があいちＤＸ推進プラン２０２５というのを作成されたことを記憶していま

す。５年後にどんなＤＸの社会にしていくのかということだと思うんですけども、そのときに

私たち経営者協会も少し関わらせていただいて、そのとき、ＤＸとデジタルは何が違うんです

かということを議論したんですね。これは一般的に言われているものですから、やっぱりＤＸ

とデジタル違いますよという。デジタル化は業務の効率化、自動化というプロセスを変えてい

く、それに対して、ＤＸというのはビジネスそのものを変革していきますと、要は付加価値を

高めていくという、そこをきちんと仕分しないといかんなみたいなことをちょっと議論させて

いただきました。 

 そのときに、我々経営者協会として少し整理したのが、縦軸と横軸で、横軸は、いわゆるデ

ジタルとかＤＸの高い低いという軸があって、縦軸は企業の中での役割で、実務の担当から始

まって、管理者から経営者という、そういうマトリックスをつくって、一番今企業で求められ

ているのはどういう人材ですかということを議論した記憶があるんですよね。実務者でデジタ

ルスキルが高い人が一番必要なのか、あるいは、デジタル技術はそれほど高くなくても、経営

層が絶対にこういうことを理解してやっていかないと事業の中でＤＸが進まないよみたいな、

そんな議論をした記憶があるんですけども、今回、訓練が必要な人が、もともと会社の中でど

ういう役割を担っている人で、どういうスキル、デジタル化なのか、ＤＸなのか、その辺を整

理しないといかんなというのを思い出したんですけども、今回の調査は、あくまでもそういう

実務を推進する人で、単なる効率化だけなのか、あるいは、価値を生み出していく人なのかと

か、そういうことは何か検討されたんでしょうか。その辺が私もよく理解できなくて、もし分

かったらお教えいただきたいと思いまして。 

【事務局（圡方）】  ありがとうございます。 

 今回の調査は、こちらのほうも手探り状態で始めているところもあるのですけれども、実は

両方を把握できればとは思っていたのですけれども、ただ、やっぱり今回の調査の目的の一番

のところが訓練修了者の就職に結びつけるためということであります。また、実際のところは、
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高度なスキルだとかを求めていらっしゃる企業さんがある一方で、そこまでのスキルを求める

状況に至っていない企業さんも相当数あると思われます。そういった企業さんの支援を行うこ

とが、ＤＸの推進、社会全体的の底上げにつながっていくものではないかと考えております。

ですから、どちらかというと、ＤＸというよりも、デジタル化の方に軸足は置いてはいるので

すけども、ただ、あわせて、実際にＤＸ推進が求められているもの、ニーズについても把握し

ていきたいということで調査を行わせていただきました。 

【岩原委員】  分かりました。やっぱりＤＸというよりも、デジタルで、しかも、実務をや

るような人がメインのターゲットになっているという、そういう理解でよろしいですか。 

【事務局（圡方）】  そうです。 

【岩原委員】  ありがとうございました。 

【金井会⾧】  ありがとうございます。 

 ほかにはいかがでしょうか。 

 佐々木委員、お願いいたします。 

【佐々木委員】  中央会、佐々木でございます。 

 本当に貴重な調査、ありがとうございました。非常に参考になりまして、私ども、これを参

考にさせていただいて、中央会としてもいろんな事業を考えていきたいと思っております。 

 特に、少し御意見ですけれども、やはり中小でも小規模なところが、人材がいなくて、さら

に積極的に採用したい、あるいは、個々のスキルによって採用を検討したいということで、外

部人材を求めるニーズが高い結果ということで受け止めております。そうした中で、やはり冒

頭御発言があったところに戻るかもしれませんけれども、就職に結びつけていくためには、多

分企業ごとに求める人材とか、それから、求める技能、そうしたものが多分企業ごとに違うと

思っておりますので、できれば受講される方には事前にそうした、具体的にやっちゃうと大変

だと思うんですけど、個々の企業が、例えばここの企業さんだとこんな技術、こんな人材を希

望している、Ｂという企業さんはこんな人材、こんな技術を希望しているという、そういう情

報を事前に少しお伝えいただければ、受講者の方も、そうした目標というか、目的ができて、

より積極的な受講につながるのではないかということと、ミスマッチがない就職につながるの

かなと思いますので、そうしたことも一度御検討いただければと思います。 

 以上でございます。 

【金井会⾧】  ありがとうございます。 

 お願いいたします。 
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【明神委員】  かなり細かい企業ごとのアンケート結果を踏まえた内容を拝見しまして、２

０ページの１０番にＤＸを推進したい業務で回答があったところで、やはりバックオフィス、

総務、人事、経理関係の人数が多いところから鑑みますと、先ほどもお話にあったとおり、い

わゆるデジタル化を進めていくのか、そのもう一歩先、ＤＸを進めていくのかというフェーズ

の中では、デジタイゼーション、デジタライゼーション、デジタルトランスフォーメーション

というよく言われる３つのステップのデジタル化の入口のところにある企業さんがまだ多くあ

るというのが実態かなと思います。実際にＶＢＡのスキルというところ、プログラム言語でも

求めていらっしゃるところから考えましても、既存の例えばエクセルなどを活用した自前のツ

ールをより加工してデジタル化を進めていきながら、次のアプリ開発ですとか、アプリの活用

などのステップに進めていきたいという現状が見てとれるかなと思います。 

 そう考えますと、まさにデザイン分野に求職者の方のニーズがすごく多くある一方で、企業

さんのほうでは、先ほどの２０ページ、１０番のところでいくと、デザインにかかると想像さ

れる６番の広報関係ですとか、営業、販売関係でも一部そういったニーズは出てくるのかもし

れないんですけれども、そこってそんなに高くないのかなと思いますと、訓練の中で、実際の

企業側のニーズが、まさにこういったデジタル化の中でも、プログラムの部分であったりです

とか、様々なツールを活用して、バックオフィスを改善していくところに企業の人材ニーズが

強くあるんだよというところを御理解いただきながら、興味を持って、魅力を持っていただけ

るような講座の内容ですとかＰＲの仕方ができれば、より企業様とのマッチングができるんじ

ゃないかなと思います。 

 想像以上に中小企業さんもやっぱりデジタル化にかかる思いといいますか、必要性は非常に

高くなっているのが年々加速化しているのが見てとれましたので、しっかりと求職者の方との

マッチングができるように、コンテンツの見せ方ですとかＰＲの仕方、内容も含めて、引き続

きこういったニーズと求職者の方の興味をうまく結びつけられるような取組ができると、より

よいのではないかなと感じました。 

 以上です。 

【金井会⾧】  ありがとうございます。 

 以前の協議会でも、ミスマッチというか、せっかく訓練をしても、それが生かせる場所がな

いというお話がありまして、この結果から、今、委員のほうからもありましたように、就職者

の希望と、それから、会社の求めている技術が少しずれている可能性があるのかなというとこ

ろなのかなと思いました。入口は皆さん、ウェブのほうから、ウェブデザインのほうから入っ
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てきておられるんですけれども、それと併せて、こういった基礎的な技術を身につけていただ

くことで、今非常によい御提案をいただけたのではないかと思いました。ありがとうございま

す。 

 ほかにいかがでしょうか。 

【事務局（圡方）】  それでは。 

【金井会⾧】  ありますか。お願いします。 

【事務局（圡方）】  今、御意見をいただきまして、それで、そうだなと私も思ったのです

けども、今回、デジタル分野以外の訓練で、事務とか販売・営業分野というところは、エクセ

ルとかのスキルを習得するカリキュラムは、そういった事務系の訓練が中に入っているわけで

して、そういった訓練の受講者に対しても、こういった情報を提供していくことが、今、御意

見をいただいた内容を生かしていけるのかなというふうにも思っております。 

 それから、佐々木委員のほうから、事前にこういった企業さんがあるんだよという情報をあ

らかじめ伝えたらどうかというお話をいただきまして、それも、なるほどということで、今回、

ＤＸ推進求人で、デジタルも含めてですけども、そういった求人を確保しようということを今

後始めていくという考えでありますが、確保した求人の情報について、あらかじめ訓練受講者

へ提供することによって、訓練を受けた後に、こういった出口、就職先があるんだよというこ

とを、早めに示していくことが、訓練受講者のモチベーションを上げるための方法かなと思い

ましたので、これらの点も踏まえて進めていきたいなと思っております。 

【金井会⾧】  ありがとうございます。 

 ほかにいかがでしょうか。 

【金井会⾧】  森委員、お願いします。 

【森尚己委員】  連合愛知、森です。 

 先ほどのＤＸ推進求人のところなんですけども、こういったデジタル人材を確保する機会に

向けて、非常にいいことだなとは思うんですが、職種を問わず幅広く登録できるということで、

何かハードルではないですけども、ただ単に申し出れば、こういうＤＸ推進求人だということ

で掲げていただけるのかどうか。そうすると、先ほども、全ての職種でデジタル人材が望まれ

ているみたいなアンケート結果も出ていましたので、要望さえすれば出ると、全ての企業がそ

れでＤＸ推進求人をしているんだということになって、ちょっとぼやけちゃわないかなという

気がしているんですけど、そのあたり、どうなんでしょうか。 

【事務局（圡方）】  ありがとうございます。 
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 ひとくくりで「ＤＸ推進求人」と表現をしているんですけども、ＤＸ推進求人も、ハローワ

ークのほうで聞き取りをする中で、２区分に分けて整理をしていこうというふうになっていま

す。それは、本来のデジタルトランスフォーメーションとか、そういった企業のＤＸを進めて

いく中心となるような人材、専門職を求める区分と、あと、職種に関わらず幅広くデジタル化

を進めていく区分と、聞き取りの中で、２種類設けるという整理をしておりまして、ですので、

本当に高度な知識、スキルだとか、そういったことを求められる部分での抽出、それから、幅

広く色んな職種でデジタルの知見を活用できるものという区分で、分けて求人を整理していく

方向で考えております。 

【金井会⾧】  ありがとうございます。 

 ほかにはいかがでしょうか。 

 私も結果を拝見しまして、佐々木委員からもお話がありましたけれども、やっぱり個別対応

が非常に重要なのかなということで、例えば訓練校の修了者の方に、修了の時期に、各企業さ

んにおいでいただいて、お見合い会をやるというか、お見合い会というか、企業説明会みたい

なことを、大学なんかでは今もう一般的にやらせていただいているんですけれども、そういう

こともあるのかなと。もうやっておられるのかもしれないんですけれども、どうかなというの

を１つ思いました。実際にその場で就職が決まっていくということが大学でもございますので、

職業訓練校でもそういう可能性はあるのかなと思いました。 

 あと、もう１点は、先ほど、就職が決まらない方について個別に丁寧に対応されているとい

うお話も出たんですけれども、ＤＸ関係ですと、すごい初歩的なパソコンのレベルから高度な

システムのレベルまで、幅が広いわけですけれども、訓練が終わった後に、実際に職務に就い

て見ると、いろんな疑問点とかが出てきたりとかしたときに、訓練校の先生に聞いてみようみ

たいなことができるのかどうかなというのをちょっと思いました。多分３か月とか２か月とか

勉強して入られても、すぐに活用できるかというと、なかなか難しいところがあって、層の厚

いところでいらっしゃると、今回の３００人以上のところなんかですと、既に先輩たちが活躍

していてということで、中で学んでいくことができると思うんですけれども、中小企業さん、

小さな企業さんに入られて、自分が最初のデジタル担当者なんていうことになった場合に、そ

れをサポートするシステムがあるのかなと。システムじゃなくてもいいんですけれども、ある

のかななんていうのをちょっと思ったんですけれども、何かそんなようなことはございますで

しょうか。機構さん、それから、県さん、お願いします。 

【遠藤委員】  私どものほうでも、先ほどの就職に向けた取組の中で、キャリアコンサルテ



 -21-

ィングの中で、ジョブカードを使って、やはり今までの職歴の棚卸しと、新たに訓練を受けて、

つけた技能をプラスしたものを強みとして知っていただく取組と、その中で、やはりどうして

も就職になりますと、御自身の希望と企業さんの希望がマッチングしないこともありますので、

こういった形の企業さんのほうに多く就職されていますという話も事前にさせていただいた上

で、あと、毎週定期的に水曜日に企業さんに来ていただいて、マッチングというか、求人説明

会をさせていただいていますので、そういった場も通じて就職につなげさせていただいている

形になっております。 

【金井会⾧】  卒業後のほうは。 

【遠藤委員】  そうですね。修了後なんですけれども、修了式の際にも、せっかく身につけ

られた技術を、企業さんに入った後にも、やはりどうしてもリスキリングじゃないんですけれ

ども、新たに知識を身につけていくことも大事ですので、私どもでは、離職者訓練だけではな

くて、在職者訓練ということでセミナーも実施しておりますので、そちらの受講もぜひともと

いうふうな形で御案内はしているんですけれども、個別に私どもの指導員のほうに相談があっ

た場合には、このセミナーを受けたらそれにつながるよとか、そういった御案内もさせていた

だいているところでございます。 

【事務局（花木）】  愛知県ですけれども、委託訓練、最初に少し説明をしたんですけど、

民間の教育訓練機関のほうに委託をして実施しておりまして、それぞれコース定員は１０人か

らせいぜい２０人程度のところで、短いものですと二、三か月、⾧いものでもそんなに大した

あれじゃないんですけど、そういう期間でやっていくというところで、システムとしては、修

了後に相談するシステムはないので、多分そこは、訓練を受講した方と学校の先生の個人的な

関係で質問することはあるのかもしれませんけれども、制度として、修了後も質問できますよ

という制度はありません。 

 今、機構さんもおっしゃられましたけれども、愛知県のほうでも、在職者訓練というので、

２日間、１３時間のコースを実施しております。来年度からは、今年度１,６００人定員だっ

たものを、２,０００人定員と、４００人増員をいたしまして、２,０００人定員のうち半数以

上をデジタル関連の訓練の講座の定員に振り分けるというふうにしておりますので、仕事で働

きながらいろいろやっていくうちに、こういうことが分からないのでスキルアップしたいなと

いうことであれば、私どもの在職者訓練なり機構さんの在職者訓練に応募いただいて受講いた

だければと思います。 

【金井会⾧】  ありがとうございます。 
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 そうですよね。委託訓練のほうは各教育団体にお願いしているものですので、ちょっと難し

いかなと思うんですが、施設内訓練のほうではいかがですか。 

【事務局（花木）】  施設内訓練のほうも、別にそういうサービスではないですけども、修

了生と指導員との人間関係の中で、普通の学校でもそうだと思うんですけど、卒業後、全然も

う学校と関わりたくないという人もいれば、ちょくちょく顔を出して、いろいろ質問される生

徒さんもおられると思いますので、そういったところで、先生と生徒の間で、そういう交流じ

ゃないですけど、人間関係がうまくできている場合は、時々訪ねてきて、こういうことが分か

らないんだけど、例えばどういうテキストを使えばいいのかなという相談は多分あると思いま

すけれども、制度としてはありません。 

【金井会⾧】  ありがとうございます。 

 前回の場合も、調査の中で、問題意識の中で、スキル、経験不足ということで、もちろん向

こうから言われる場合もあると思いますけど、自分のほうで、やったけれども、それでいける

のかなという不安がよぎる方も多いかなと思ったので、そういった方については、背中を押し

ていただけるような、そういう支援が必要なのかなと思った次第です。今伺って、求職者訓練

から、それから、在職者訓練へのスムーズな移行も工夫していただいているということで、よ

い状況なんじゃないかなと思いました。ありがとうございます。詳しく教えていただきまして

ありがとうございました。 

 ほかにいかがでしょうか。ございますか。 

 そうしましたら、次に進ませていただきますが、もし前に戻ってということがございました

ら、御遠慮なく御発言いただければと思います。 

 そうしましたら、議題の（３）令和７年度愛知県地域職業訓練実施方針及び計画（案）につ

いて、事務局から御説明をお願いいたします。 

【事務局（花木）】  それでは、資料５－１を御覧ください。 

 愛知県の令和７年度計画について御説明をさせていただきます。 

 計画の４ページの４、計画期間中の公的職業訓練の対象者数等を御覧いただきたいんですけ

れども、（１）公共職業訓練の対象者数等の①施設内訓練を御覧いただきたいと思います。こ

れは施設内訓練の離転職者向けの訓練になります。令和７年度に、専門校の再編を行う関係で

令和６年度から定員が３０名減少し、４８０名で計画をしております。訓練科目につきまして

は、三河校に建築物施工科を新設いたしまして、東三河校の建築総合科についてはインテリア

科に名称を変更いたします。 
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 次に、５ページ、６ページにございます②の委託訓練でございます。 

 令和７年度におきましては、６ページの表の合計欄に記載しておりますように、定員としま

しては４,８２３名の規模で実施をする予定でございます。この規模につきましては、厚生労

働省から示された愛知県の目安を踏まえ、令和６年度の４,８９３名から７０名ほど減少した

計画数で実施することとしております。 

 デジタル人材育成の強化ということですけれども、この計画数４,８２３名のうち、パソコ

ン系の訓練を含めてにはなりますけれども、約６５％がデジタル活用の分野のコースとして計

画をしております。 

 委託訓練にはいろいろなコースメニューがございまして、短いものですと２か月、⾧いもの

でも２年の訓練コースになります。 

 ５ページの表の一番上の知識等習得コースにつきましては、そこにオンラインコースを含ん

でございますけれども、オンラインコースを２２コース、４４０人の定員で計画をしておりま

す。 

 その下の知識等習得コースは、４か月もしくは５か月の訓練期間で、愛知県経営者協会さん

と愛知県の共同開発デジタル人材育成コースを１２０人定員で予定しております。１つは現場

で役立つプログラミング科というコース、もう１つは実務に活かせるＩＣＴビジネス科という

コースで、この２つのコースを、経協さんの会員企業で、どういった人材が必要かということ

でヒアリングを行った上で、共同でカリキュラムを開発し、この訓練科を設定しております。

今年度も６コース、この２種類を実施しておりますけれども、来年におきましても、２種類の

コースを６コース実施する予定でございます。 

 また、６ページの表にありますように、介護福祉士や言語聴覚士などの国家資格の取得を目

指す２年間の訓練コースを実施しておりますが、今年度から新たに、６ページの表の下から４

番目に、ありますように、精神保健福祉士や社会福祉士の国家資格の取得を目指す１年間の訓

練コースを実施しており、来年度も同様に計画をしております。 

 その他、定住外国人向けのコースや、育児等で通所等の訓練の受講が難しいという方向けに

自宅で訓練を受けていただくということで、ｅラーニングコースを設定しております。 

 また、座学と職場実習を組み合わせたデュアルシステム訓練のコースも計画しているところ

でございます。これらのコースの内容につきましては、令和６年度に実施している計画とほぼ

同じ内容になっております。 

 続きまして、（２）公共職業訓練（在職者訓練）でございます。愛知県の欄でございますけ
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れども、今年度は１,６００名で実施しているところを、先ほども説明していますけれども、

名古屋、三河校におきまして、合計２,０００名定員ということで実施をする予定でございま

す。在職者訓練につきましては、２,０００名のうち半数以上の１,１５９名をデジタル関連訓

練で実施していく予定でございます。 

 続きまして、７ページの（３）公共職業訓練（学卒者訓練）でございます。 

 愛知県の欄でございますけれども、こちらにつきましても、専門校再編の関係で、東三河校

から岡崎校で新たにスタートします三河専門校のほうに住居建築科を移設するとともに、ロボ

ットシステム科を新設いたしまして、定員２４０名規模で実施をしてまいります。 

 続きまして、７ページ、８ページの（４）の障害者。８ページですね。障害者等に対する公

共職業訓練でございますけれども、①の施設内訓練、②の委託訓練、③の在職者訓練ですけれ

ども、令和６年度と同等の規模で記載のとおりを実施していく予定でございます。 

 最後になりますけども、１１ページを御覧いただきたいと思います。 

 ５、その他、職業能力の開発及び向上の促進のための取組等でございます。地域リスキリン

グ事業ということで、地域職業訓練実施計画に位置づけられる、地方単独事業として実施され

る事業については地方特別交付税措置の対象となるとされております。対象の事業は、地域に

必要な人材確保のため、デジタル・グリーンなど成⾧分野に関するリスキリングの推進に資す

る経営者等の意識改革・理解促進、２つ目としてはリスキリングの推進サポートなど、それか

ら、３つ目としては、従業員（在職者）の理解促進・リスキリング支援の３つとされています。 

 令和７年度に実施する地域リスキリング事業につきましては、令和７年度に実施されます第

１回の愛知県地域職業能力開発促進協議会において報告をさせていただく予定になっておりま

す。 

 愛知県の訓練につきましては以上でございます。 

【遠藤委員】  機構愛知支部の遠藤でございます。令和７年度の離職者訓練の計画について

御説明をさせていただきます。 

 同じ資料の、４ページに戻っていただきまして、一番下の欄の機構愛知支部の欄を御覧いた

だければと思います。 

 中部の実施計画になりますけれども、本年度の定員の同数の５００名の計画としております

けれども、一部の科において、募集科名とカリキュラムを変更することにしております。 

 次に、次のページの上の港湾労働分所の実施計画になりますけれども、港湾企業から、クレ

ーンや物流機械の操作ができる技能者のニーズが高いことから、本年度の定員と同数の１００
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名の計画としております。 

 続きまして、在職者訓練の実施計画を御説明させていただきます。 

 ７ページを開いていただきまして、上の機構愛知支部の欄を御覧ください。 

 まず、中部の計画になりますが、本年度の定員の同数の５,５３０名の計画としております。

設定するコースにつきましては、企業や団体にニーズ調査を行い、毎年度見直しを行うことに

しておりますけれども、令和７年度のコース設定に当たりましては、４０コースの見直しを行

うことにしております。また、ＤＸやＧＸに対応したコースとして８０コースを設定すること

にしております。 

 次に、港湾労働分所の実施計画になりますけれども、本年度の定員と同数の２００名の計画

としております。 

 なお、両施設ともに、年度当初に設定したコース以外にも、企業や団体からの要望に応じた

オーダーメードコースの設定を随時対応することにしております。 

 続きまして、学卒者訓練の計画になりますけれども、同じページの下の機構愛知支部の欄を

御覧ください。港湾労働分所になりますけれども、クレーンや物流機械に関連した１年間の訓

練として港湾荷役科を実施しておりますけれども、本年度の定員と同数の３０名の計画として

おります。 

 私からの御説明は以上となります。 

【事務局（圡方）】  では、続きまして、労働局訓練課からお話をさせていただきます。 

 私のほうからは、この計画の３ページ、４ページのところの計画期間中の公的職業訓練の実

施方針、それから、求職者支援訓練の枠組みについてお話をさせていただきたいと思います。

９ページのところですね。 

 このお話をさせていただく前に、別の資料で全体のお話をさせていただきたいと思っており

ます。 

 ５－２の資料を御覧ください。 

 こちらの５－２の資料につきましては、前回の協議会のところで、まだ６年度の途中の状況

が出ていなかった部分ではございますが、７年度の訓練、それぞれの分野ごとに、どういう方

向で行くべきかをその時点で整理させていただいた実施方針の案になります。ここに挙げてい

るＩＴ分野、営業・販売・事務、介護・医療・福祉、デザイン分野、製造、建設関連分野、こ

れらについて今後の方向性を決めていきたいということで出させていただきました。この内容

と、６年度の途中実績の状況を踏まえてお話をさせていただきたいと思っております。 
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 ５－３①の資料につきましては、これは、先ほど資料１で、６年１２月現在の訓練の実施状

況についてお話しさせていただきましたが、前年の同じ時期、令和５年１２月の状況と６年１

２月の途中実績の状況について、それぞれ、公共職業訓練から求職者支援訓練、分野ごとに対

比し、推移など確認できやすいようまとめさせていただいたものになります。 

 ５－３②の資料については、これは同じように、４年度と５年度の比較ということでまとめ

させていただいております。 

５－４の資料を御覧いただきたいと思います。 

 ５－３資料等を総括する形で集約したのが５－４の資料になります。全体の実施方針に関わ

る部分、公共職業訓練と求職者支援訓練、分野ごとの課題など整理させていただいたものにな

ります。 

 まず、ＩＴ分野ですが、これは説明が重なるかもしれませんが、公共職業訓練、求職者支援

訓練、実は両方とも定員、受講申込者数、若干下がってきている状況がございます。正確に分

析しているわけではないのですが、デザイン分野と比べてＩＴ分野は訓練の内容の難易度が高

いなど、若干ハードルが高くて、恐らく、訓練のカリキュラムを習得するのは難しい状況があ

るということが影響しているように思われます。そのことにより、訓練を実施する機関もやや

減少してきているのかなと思っております。 

 ただ、ここの分野については、デジタル分野ということで、強化をしていかなければいけな

い分野でございますので、資料５－４において、公共、求職者支援訓練の両方の状況・課題と

いうことで、右のほうになりますが、「受講者確保が課題」だということと、あと、就職率が

低いものですから、「就職支援強化が課題」ということとして整理させていただきました。公

共のほうは、７２.４％の就職率、６年度途中実績の欄の②のところに、５年度７２.４％、求

職者支援訓練においては５年度就職率５５.６％ということで、低調な状況がありますので、

先ほどのニーズ調査の結果だとかも踏まえて強化を図っていきたいなと思っております。 

 次のページを御覧いただきますと、今度はデザイン分野について総括して整理をしておりま

す。 

 こちらについては、応募倍率が高くて就職率が低い分野として６年度に効果検証したところ

でございます。公共職業訓練につきましては、実は非常にいい状況になっているということで、

コース数も増加し、応募者も増加、あと、６年度の途中実績の就職率も８４.４％で上昇して

いるということで、こちらの訓練の実施状況は、よい状況にあると認識しております。 

 ただ、一方、求職者支援訓練につきましては、実はコース数自体はそんなに伸びておらず、
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受講者は非常に多い状況の中で、応募倍率は、先ほどもお話ししましたが、１８１.６％とい

うことで、受講を希望する方が多数いるのだけども、その機会を提供できてない状況があり、

これが課題となっています。また、一方、就職率は５９.６％で、低い状況にあるということ

で、こちらについては、「受講機会の確保の課題」と、あと、「就職支援の強化が課題」です。

ＩＴ分野とデザイン分野、合わせてデジタル分野ということになりますと、受講機会の確保、

受講者の確保、それから、就職支援の強化が課題になっているということであります。 

 それから、営業・販売・事務分野ということで、こちらについては５年度に効果検証をして、

６年度の取組の中でカリキュラムの改善だとかをしていこうということで取り組んできた部分

でございます。こちらは、公共職業訓練、求職者支援訓練ともにコース数が増えておりまして、

受講機会が拡充された結果、応募倍率が比較的落ち着いてきているということになっておりま

す。それから、公共職業訓練、求職者支援訓練、両方、就職率はまずまずの状況になってきて

いるということで、５年度の就職率、公共については７８.６％、求職者支援訓練については

６４.６％ということで、ほぼ横ばい状態なんですが、全体の平均値よりはいい状況になって

いるということで、こちらの営業・販売・事務分野につきましては、両方とも改善傾向が見ら

れる状況になっております。 

 それから、次、介護・医療・福祉分野についてですが、こちらにつきましては、公共と求職

者支援訓練、ちょっと違う傾向がございまして、公共のほうについては応募倍率が１倍を下回

っていると、定員充足もちょっと伸び悩んでいるということなんですが、就職率は８４．２％

と非常に高い状況です。それから、求職者支援訓練は、先ほどお話しさせていただきましたが、

受講者数、開校訓練コースも増えていまして、応募倍率も高く、順調な状況になってきており

ます。ただ、一方で、就職率は公共に比べると低い状況にあります。ただ、４年度に比べると

若干就職率は上がってきているのですが、公共に比べると低い状況であり、この点においては、

訓練期間が２か月であること、公共は訓練期間が３か月であることの違いがひょっとしたら出

ているのかもしれません。いずれにしても、こちらの介護分野については人手不足分野であり、

引き続き、受講者の確保を図っていく必要があるということでございます。 

 ということで、介護分野についてはそういった状況でありまして、それから、森委員のほう

からもお話がございましたが、製造分野、建設関連分野の愛知県で実施する公共職業訓練につ

いて、なかなか定員の状況があまりよくないということのお話がありましたが、実はこちらも、

その点については問題事意識を持っております。製造分野について、公共職業訓練の愛知県と

機構の部分でまとめさせていただいておりますが、両方とも就職率はいい状況になっておりま
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す。ただ、愛知県で実施する訓練について、応募倍率が１００％、１倍を下回り、定員充足率

も低くなっておりまして、この受講者の確保を図っていくこと、今後、要因分析を図りながら

対策を考えていかなければいけないものと思っております。 なお、一方、機構の方におきま

しては、１２０％前後の応募倍率で推移しており、堅調な状況が続いています。最近、やや倍

率が低下しておりますが堅調な状況は変わりません。 

 それから、建設関連分野、こちらも同じく、愛知県での公共職業訓練においては、応募倍率

が６０.０％、それから、定員充足率４５.６％になっております。機構のほうにつきましては

１２３.０％の応募倍率で、９割ぐらいが定員充足ということになっております。 建設分野

においては、愛知県と機構のいずれも９割前後ぐらいの就職率を誇っているということで、カ

リキュラム上は、両方とも、内容としては非常にいい状況なのかなと思っているのですけども、

受講者の確保、特に愛知県のほうについてはそこが非常に課題になっているということであり

ます。この件については、また後ほどお話をさせていただきたいと思っておりますが、これら

の定員充足が低調な製造、建設分野を令和７年度の効果検証のテーマとして設定し、進めさせ

ていただければなと思っております。 

 それで、前置きがちょっと⾧くなりましたが、このことを踏まえて、訓練実施計画の実施方

針（案）をまとめさせていただいております。 

 ７年度の地域総合計画（案）の３ページのところを御覧ください。 

 冒頭のところで、少子高齢化を背景とした生産年齢人口の減少ということでございますが、

特に人材不足が深刻な分野や成⾧が見込まれる分野、デジタル分野の人材育成に重点を置き取

り組む必要があるという方針の下、（１）、（２）、（３）、（４）ということで、４つの柱

で項目立てをさせていただいています。 

 １つ目はデジタル分野の拡充で、こちらの訓練を拡充していくことと、あわせて、ニーズ調

査の結果だとかを踏まえながら、訓練カリキュラムの改善、受講者の意識向上、あと、適切な

就職支援、ＤＸ推進求人の確保だとか、そういったことに取り組んでいくという方針を１つ立

てさせていただいています。 

 それから、２つ目、製造分野、建設関連分野及び介護・医療・福祉分野の定員充足というこ

とで、定員充足をしていくことがこちらの取組の重点ということで、特に製造分野、建設関連

分野については、これを効果検証のワーキンググループで取り組んでいきたいという方針を立

てさせていただいています。 

 それから、３つ目、就職率向上のための取組、４つ目は、次のページの効果的なキャリアコ
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ンサルティングの実施で、こちらも前の年からずっと書かせていただいているんですが、引き

続き取り組んでいくということで方針を立てさせていただいています。 

 それで、９ページのところ、求職者支援訓練の枠組みについて今回整理をさせていただいて

おります。 

 ９ページの表のところを御覧いただきますと、基礎コース、実践コースということで、定員

数の総数１,９１６名という訓練の認定規模は変わらないのですけども、基礎コース、実践コ

ースの割合を今回変更させていただきたいということで、基礎コース２５％を２０％、実践コ

ース７５を８０％の配分変更を計画の中に入れさせていただいています。というのが、基礎コ

ース自体が、訓練開校する訓練機関がちょっと少なくなっているということと、あと、受講申

込者が少なく、応募倍率も上がってないということで、従来から基礎コースで開講できなかっ

た余剰分の枠が実践コースのほうに回っている現状がありますので、そちらの配分変更をさせ

ていただきたいということで、この配分変更したことによって、実践コースが、９６名分の枠

が増えることになります。 

 介護・医療・福祉分野については、これは２０％の割合を設定するという下限値が決まって

おりますので、それに伴って認定規模を２０名増やしているということになります。そこで２

０名増えた分の引いた７６名分について、デジタル分野、ＩＴ分野とデザイン分野に、それぞ

れ受講申込者数の割合に応じて案分した形で増やさせていただいて、トータル、デジタル分野

は５５０で、実践コースの３６％相当をデジタル分野という枠組みにしている計画案になりま

す。 

 それから、下のところに、新規参入枠は３０％以内とし、地域ニーズ枠は、実践コースの２

０％以内とするということで記載させていただいています。昨年は２０％ではなくて３０名と

いう枠だったのですけども、訓練が開講されていない地域になるべく訓練を設定できるように

促していくことができるようにしたいと考えております。訓練の認定は、それぞれの分野ごと

に申請が上がってきたとき、枠を超えて多数の申請が上がったときには、それぞれの点数評価

により、上位から訓練機関として認定していくこととしており、それらを枠の範囲で認めてい

くルールになっております。ですから、開校実績がない地域で申請が上がった場合、実績のな

い訓練機関は点数評価により認定されないケースも出てくるため、地域ごとで認定される優先

枠２０％として拡充していこうとする内容にしたものです。 

 それから、ｅラーニングコースの認定数の上限は実践コースの１４％程度とするということ

で、現状のｅラーニングコースが大体１４％ぐらいを占めております。ｅラーニングコースの
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訓練認定比率が極端の高まってまいりますと、通所型の訓練の枠に影響してくる部分もありま

す。ｅラーニングコースは、全国から申込みをされるものであり、ｅラーニングコースがあま

りにも増え過ぎてしまうと、通所型のほうにも影響してきてしまい、地域における人材育成に

影響する可能性が出てきます。第１回の協議会で報告させていただきました求職者の訓練ニー

ズを把握する調査の中で、ｅラーニングコースを希望する求職者は全体の１６％ぐらいを占め

る割合であったことから、今回の計画案に示させていただいた１４％程度の設定とする枠は適

当ではないかという判断をしており、この上限設定を設けさせていただいたということでござ

います。 

 最後、１１ページのところになります。 

 先ほど、愛知県の花木課⾧のほうからお話しいただいた最後のところに、また、愛知労働局

リスキリング応援キャラクター「リスキリン」を活用し、人材開発支援策の一層の周知広報に

取り組むということを盛り込ませていただいたということをお伝えさせていただきます。 

 すいません、ちょっと⾧くなりましたが、以上でございます。 

 

【金井会⾧】  ありがとうございました。 

 詳細な分析に基づきまして数字を算出していただいているということかなと思います。根拠

なども御説明いただいたところですけれども、何か御質問、それから、御意見がありましたら

お願いいたします。いかがでしょうか。 

 お願いいたします。 

【岩原委員】 最近企業の方と会話をしていて、少し驚いていることがありまして、業務の効

率化をしていくときに、先ほどの生成ＡＩの関係の話があって、デジタル系の訓練の３０％ぐ

らいが生成ＡＩという話があったんですけども、それをすごい実感していまして、進んだ企業

ですと、かなり生成ＡＩを活用して、当然有料な部分と、それから、機密管理をきちんとしな

あかんもんですから、そういう関係もあるんですけども、結構無料のソフトでも物すごい効率

化につながっているみたいで、私の協会も今２０人ぐらいいるんですけども、若い人が七、八

人おって、びっくりするような資料を出してくるんですね。しかも短時間で。「どうやってや

った」のと言ったら、「生成ＡＩを使っちゃうとできちゃうよ」と言うんですよ。議事録はも

うほとんど自分で書かなくても生成ＡＩが作ってくれて、点検だけして、「はい」って出して

きたりとか。もっとびっくりするのは、「企画書を作ってくれ」と言うと、あっという間に作

っちゃうんですよね。それで、びっくりして、「いつやったの」と言うと、「生成ＡＩを使い
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ました」とか言って、当然それだけでは駄目なんですけども、出てきたものを自分らに直した

りとか、そういうふうにすると、誠に立派な企画書ができちゃうという、そういうのを目の当

たりにしていまして、これはすごいなという。多分今後一、二年で、とんでもないまた進化が

あるような気がするんですよね。 

 そうすると、これは多分在職者訓練になるかもしれませんけども、生成ＡＩについての訓練

が物すごい。やっぱりいろんな意味ですごいなというのを予感しているんですよね。ぜひ重点

分野でデジタル面の拡充というのがあるものですから、少し生成ＡＩについてもいろんな形で

やっていただくと、非常に企業にとって有益かなという感じがしていますので、ぜひ研究いた

だいて、そういう講座も充実いただきたいなと思います。よろしくお願いします。 

【金井会⾧】  何か検討されていることはありますか。 

【事務局（花木）】  愛知県ですけれども、今、在職者訓練のコースは、具体に来年度どう

いうのを計画しているのかは頭にないのでお答えできないんですけれども、在職者訓練とは別

に、冒頭、森推進監のほうから挨拶があった階層別研修というのをやっておるんですけれども、

その中で生成ＡＩとかについても学べるようなカリキュラムも予定しておりますので、そうい

ったものを活用してスキルアップを図っていただきたいなと思っております。 

【金井会⾧】  ありがとうございます。 

【事務局（圡方）】  そうですね。生成ＡＩにつきましては、少しお話しさせていただきま

したが、人材開発支援助成金の申請の中でも、そこに訓練として各企業さんがやっておられて

というお話も聞いているところでありますし、あと、私自身もそれを使ってというスキルはま

だないんですけれども、委員がおっしゃられるように、エクセルとかパワーポイントとかそう

いったものと組み合わせて、そういった資料が一瞬でできてしまうということも聞いておりま

す。ですので、そういった部分での効率化が図られるんだということについて、訓練のカリキ

ュラムの中で反映できるように、こちらのほうとしても、訓練機関だとかに伝えていきたいな

と思っております。 

 それとあと、説明が少し不十分だった部分がございまして、資料の計画５－１の資料の別紙

２を御覧いただきたいと思うんですが、離職者向けの７年度の訓練の計画数の中で、全体計画

数が７,８１９ということで、全ての訓練計画がそうなっているんですけども、そのうち、２,

３５１がデジタルということで、前年度が、この数字が２,２５７から２,３５１ということで、

デジタル分野全体が増えております。全体の計画数の中での割合からすると、前年度２８.

５％が今回３０.１％ということで、約３割だったということなんですけども、これが、実際
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のところ３割を超える計画に現状なっているということでございますので、すいません、お伝

えをしていなかったものですから、併せてお話しさせていただきました。 

【金井会⾧】  ありがとうございます。 

 ほかにいかがでしょうか。 

 伊藤委員、お願いします。 

【伊藤委員】  商工会連合会の伊藤でございます。 

 事務局として、訓練計画に係るニーズ調査等、非常に細かな調査をしていただき、ありがと

うございました。 

 この結果を見ますと、企業や、受講者が何を求めており、何が不足しているかが把握できて、

大変参考になりました。この中で、ＤＸやデジタル人材の育成がこれからの課題であり、全体

的には訓練の中でこういった科目について充実強化を図ることは重要であると思います。その

中で、規模の小さい企業ほどなかなかデジタル人材の活用ができていないとういう結果も出て

おりますが、そもそも、採用後の人材育成について、教える人材が社内いないのが現状だと思

います。 

 デジタル化をやりたくても何から手を付けていいか暗中模索と言いますか苦労しておられる

という話と、最初に局⾧さんから話があったように、求められる生産性の向上とか、省力化、

省人化は、経営者協会が言われたように、何かを効率化していかないと、人が要るので駄目だ

よねという話もあります。 

 訓練を受けた人たちが、いかに充足率が１００％で、１００％就職できる中身にしていただ

くと、人材不足と言われる中で訓練が役に立つのかなということになると思いますので、そう

いった訓練の中身にしていただきたいと思いますし、また、ここに書いてある訓練内容がきれ

いに書いてありますが、多分、中小・小規模事業の経営者から見て中身は何って、デジタル人

材の訓練は何という理解だと思います。 

 訓練内容について生産性の話とか目的が記載してありますが、訓練を受ける方も、採用する

方も、訓練内容を具体的に見える化したほうがお互いにメリットがあると思います。 

 ７年度計画の訓練計画の中で、特にデジタルの訓練の中にアンケートを頂いた中から、こう

いうところをもう少し強化、充実しながらやっていたいというのが、この計画の中に書いてい

ないような気がします。是非、受講する人も採用する方も自分の所で困っていることに対して、

こういう具体的な訓練をやっていて多くの修了者が出れば、この人を採用したいという気持ち

なるような情報発信が必要だと思います。 



 -33-

この計画については特に問題はありませんが、施設内訓練もそうですが、離職者訓練もそうで

すが、訓練を受けている人が、人手不足の中で訓練をしてきていただければ役に立つかなとい

う気持ちになるよう取り組みを考えていただけると、使う方も採用しやすくなるのではないか

と思います。従業員２０人以下や５０人以下の企業さんも、現従業員のリスキリングと言いな

がら助成金ももらって何かやろうではなく、本当に自分のこととして、いま何が人材育成とし

て必要なのかということ自体が多分分かっていない企業もあるということも踏まえて、取り組

んいただけると人材不足の中で役に立つんじゃないかという気がしております。これは、私の

感想でありますのでよろしくお願いします。 

【金井会⾧】  ありがとうございます。 

 今の点は、市田委員のところでは対応されていらっしゃる部分もあるんじゃないかなと思っ

たんですけど、間違いですかね。 

【市田委員】  いや、私のほうは。 

【金井会⾧】  そういうことはされておられないですか。すいません、間違えました。あり

がとうございます。 

【事務局（花木）】  委員⾧、愛知県ですけれども、今、中小企業の中には、デジタル化を

進めたいけれども何をしたらいいか分からん、人材育成と言われても、どういう人材をそもそ

も育てればいいのか分からないとかという御意見があったと思うんですけども、我々もそうい

うお話を伺っておりまして、それは、公共職業訓練とは関係ないんですけれども、そういう専

門知識を持った方を中小企業のほうにアドバイザーとして派遣いたしまして、まず、企業の現

状を聞き取りしまして、どういう状況にあるか、そもそもこの会社が何を目指しているのかを

ヒアリング等しながら、じゃあ、こちらの会社であれば、まずはこういうことをしていったら

どうかという助言を行うアドバイザーを派遣する事業も実施しておりますので、ぜひそちらの

事業のほうも御利用いただければと思います。 

【金井会⾧】  佐々木委員、どうぞ。 

【佐々木委員】  中央会でございます。 

 やはり今、特に中小企業さんは人手不足の中、そして、人を募集しても集まらない中で、ま

た、今後、労働力人口が増えることも絶対ありませんので、そうした中で、生産性の向上が不

可欠で、必ずやっていかなきゃいけないということでございます。企業さんもやっぱりそうい

う知識を経営者の方は多く持っておられますけれども、そうした生産性向上のために、こんな

使い方が、こんな支援策があるんだよというのを何か一覧で見られるといいのかな。例えば中
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途人材を採用するためにはこうした受講者がこういうようなところでございます。あるいは、

在職者訓練をするためには、こうした訓練内容、特にポリテクセンターさんのほうでも生産性

向上支援訓練というのもやっておりますので、そうした訓練をやっておりますと。それから、

今言った、何をやっていいのか分からないという方にはアドバイザー派遣があります。さらに

は、投資ということであれば、中小企業の省力化投資補助金というのもあって、いろんな生産

性向上を解決するためのツールがあるんですので、何か一覧で見て、企業さんの人が一覧で見

て、こんなたくさんの選択肢があるんだったら、まずこういうものを使っていこうということ

で、少し見やすく分かりやすく一覧で分かるようなものがお示しをできればいいのかなと今思

いまして、我々もそういうことも考えていかなきゃならないなと思ったところでございます。 

【金井会⾧】  ありがとうございます。 

 こちらの協議会は、労働者の皆さんの人材育成ということで、力をつけていただくことが趣

旨でございまして、それをどう支援していくかということなんですけれども、せっかく力をつ

けた方が、企業さんに就職していくことを考えますと、企業さんのほうの理解というか、そう

いったものも支援していく必要があるということじゃないかなと思います。さっき市田委員に

間違えちゃって申し訳なかったんですけれども、もちろんこの協議会や各委員の皆様のところ

でされていることとはちょっと違うかもしれませんが、先ほど県さんからも言っていただいた

ように、企業様自体を支援する部署もあるということで、そことうまく連携をして、労働者の

方がスキルを身につけていただくことと、それから、そういう企業のほうで、そういう知識を

身につけた方を活用していただくと。先ほど岩原井原委員も、縦軸に、一般社員と、それから、

経営者の軸があるというふうにお話がありましたけれども、こちらは一般の労働者の方を支援

しているということで、もう一方では、やっぱり経営者層の方々の意識というか、考え方ある

いは活用方法についての理解が、車の両輪なのかなという感じがいたしますので、そういう意

味で、ここの協議会の範囲でできることは限りがもしかしてあるかもしれないんですが、多分

たくさんの部署をお持ちなわけですので、そこと連携をしてうまく展開できるといいのかなと

思ったところでございます。ありがとうございます 

 そうしましたら、あともう１つ議題がございますので、そちらを先にさせていただければと

思います。 

 議題の（４）令和７年度に実施する公共職業訓練効果検証ワーキンググループの検証分野に

ついてということでございます。事務局から御説明をお願いいたします。 

【事務局（圡方）】  それでは、先ほどお話しさせていただいた資料５－４の一番最後のと
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ころにまとめさせていただいております。 

 先ほど前振りでお話しさせていただきましたが、公的職業訓練、令和７年度の効果検証ワー

キンググループということで、製造分野、建設関連分野をテーマに分析をしていきたいという

ことで、これは地域の人材ニーズが非常に高く、実際に訓練を受けた方々の就職率が非常に高

いんですけれども、定員充足率、こちらが低調なコースのある分野ということで、この中から

特に充足率が低いところを選定して、効果検証を行っていきたいと思っております。一方で、

機構、ポリテクセンターさんのほうで実施される訓練については非常に高い実績となっており

ますので、そことの比較もしながら検証を図っていきたいなと思っています。 

 ということで、製造業が基幹産業である愛知県において、産業の発展につなげていくために

は、ものづくり人材の育成促進、それから、あらゆる産業の基盤を支えている建設関連分野、

こちらの人材育成が不可欠であることと、それから、２０２８年技能五輪国際大会の開催も決

定されているところでありますので、こういったことを踏まえ、一層のものづくり人材の育成

促進を図っていくためにこれらの分野について検証をさせていただきたいと考えております。 

【金井会⾧】  ありがとうございます。 

 次回、次の検討分野として、製造分野と建築関連分野を挙げていただきました。何か御質問

とか御意見とかございましたらお願いしたいと思いますが、いかがでしょうか。 

 それでは、これで進めていくということでよろしゅうございますでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

【金井会⾧】  ありがとうございます。 

 そうしましたら、少しお時間がありますので、髙岡委員、全体を通して何か御意見があれば

ぜひお願いしたいと思いますが、いかがでしょうか。 

【髙岡委員】  専修学校連合会の髙岡でございます。よろしくお願いします。 

 ちょっと話が前後してしまうんですが、資料４のところで、デジタル人材のニーズの調査結

果ということで御報告いただいて、非常に分かりやすい資料だったんですけど、これを拝見し

ておりまして、２ページのところにある調査方法について、人材開発支援助成金の計画書を提

出した７４１事業者に対してのアンケートを郵送で送ってウェブ上で回答する形、そして、２

月１３日、要は２週間程度の期間で１４３事業所ということなんですけど、２割程度というこ

とで、これを拝見しておりまして、２月１３日以降にも当然まとめられるのか、２割、３割弱

でもう十分だという考え方なのか、これをお聞かせいただきたいなと思います。 

【事務局（圡方）】  一旦はこの期間を区切りにして整理させていただいて、この後、引き
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続きどういった形でやっていくのかは、まだ具体的には決めてはいません。今回、この期間で、

比較的人材開発支援助成金ということで育成に力を入れている企業さんたちが調査の中心にな

っていただいたものであります。また、産業別での情報の検証、整理など、分析を深めていけ

る余地もございます。また、今回、調査項目の中で、いろんなソフトとかアプリとかという項

目設定をさせていただいたんですけども、選択項目がないときには、「その他」での回答して

もらうとしたのですが、一部の項目においては、「その他」が非常に多くなっており、質問項

目についてもまた今後見直しをしていかなきゃいけないと思っております。まずは一旦ここで

整理させていただき、現状のデータを分析させていただくのと同時に、今後も引き続きこうい

った調査を、どのタイミングを見てやっていくのか検討していきたいと思っています。 

【髙岡委員】  ありがとうございます。 

 年がら年中いろんなアンケートが届くものですから、答えやすいアンケートもあれば、なか

なか時間のかかるアンケートは後回しにすることもあるので、また今後ともよろしくお願いい

たします。 

【金井会⾧】  ありがとうございます。 

 そうしましたら、早川委員、お願いいたします。 

【早川委員】  デジタル人材のニーズ調査の結果、ありがとうございます。非常に興味深く

見せていただきました。 

 先ほど来から議論もありました生成ＡＩとか、これから非常に進んでいくと言われているん

ですけれども、中小企業がこれからデジタル化を進めていく上でやっぱりネックになっている

のが、先ほども、統括責任者が足りないとかというデータも出ておりましたけれども、結局デ

ジタルのスキルを持った者を採用しても、その者が、その会社、それから、業界だったり業種

の知識がないので、なかなかそこがマッチングしていかないと、だから、中小企業でデジタル

化が進んでいかないという現状があるかと思うんですよね。なので、これからは、各いろんな

コースがある中で、デジタル人材のコースという大枠だけじゃなくて、各コースの中でそうい

うデジタルスキルを高めるパートというか、そういうものはつけていかないと、我々も介護の

仕事をしている事業があるんですけども、介護分野であっても本当にデジタルができないと、

人材として採用をどうしてもちゅうちょするところが出てきていますので、そういった全体の

業種の中で、デジタルのスキルをどう高めていくかも、近い将来的には視野に入れていかなき

ゃいけないだろうなと思っています。 

 特に生成ＡＩがこれから進んでいくというお話もありましたけれども、ここもやはりどうい
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う指示をするかがすごく重要になってくると思うんですので、アプリとかソフトを使えるとい

うことだけじゃなくて、やっぱり中身が分からないと指示ができなければ、結局使い物になら

ないというふうになると思うので、その辺の人材をどうこれから育成していくかが課題になっ

ていくのではないかなと思いますので、今回意見としてお伝えさせていただきたいと思います。 

【金井会⾧】  ありがとうございます。 

 そうしましたら、竹川委員、お願いしてもよろしいですか、御発言。 

【竹川委員】  中部経済産業局の地域振興・人材政策課の竹川と申します。本日は課⾧が所

用のため欠席で、代理で出席させていただきました。 

 先ほどもお話があったように、経営者側の意識改革というところで、経済産業省では、どち

らかというと、経営者側の支援ということで人材に関しても取り組んでいますが、まさに商工

会連合会の委員がおっしゃったとおり、ＤＸは、何から始めていけばいいか分からない、どの

ようなＤＸ人材が必要か、あるいは、どういったＤＸに関する訓練が必要か、といった悩みは、

企業の経営課題によって違うところです。経済産業省ではそのような経営課題と人材戦略をひ

もづけて考えることを推進するために、昨年度、人材活用ガイドラインを公表しました。こち

らを活用して検討すると、自社にはどういった人材が必要か、その人材の採用のためにはどう

いった支援策があるか等が分かるようなガイドラインとなっておりますが、まだまだ知名度が

低いため、普及にこれからも引き続き取り組んでいきたいと思っております。 

 また、来年度は、そのガイドラインを活用し、経営支援機関の人材に関する支援のスキルを

強化するような取組も行っていこうと考えており、様々なセミナー等を開催する予定ですので、

ぜひ活用いただければと思います。よろしくお願いします。 

【金井会⾧】  ありがとうございます。 

 竹川委員、もしよかったら、その人材活用ガイドラインをお持ちいただいて、ここで配って

いただければ、みんなで勉強させていただきますので、ぜひよろしくお願いいたします。 

【竹川委員】  よろしくお願いします。次回そのようにしたいと思います。ありがとうござ

います。 

【金井会⾧】  ありがとうございます。 

 そうしましたら、市田委員、全体を通しまして御意見がありましたら、お願いいたします。 

【市田委員】  職業能力開発協会の市田でございます。 

 先ほど、議⾧さんのほうから突然の指名で、ちょっと頭が働かなくて、やっていないと申し

上げましたけど、実はやっておりまして。厚生労働省からの受託事業でございまして、若年技
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能者人材育成等支援事業の中で、ものづくりマイスター等の派遣を、中小企業ですとか工業高

校等の学校等への派遣を行っています。ただ、ものづくりマイスターの中にＩＴ分野もあるん

ですけども、そもそもＩＴ分野のマイスターの登録が少ないということなどから、まだ正確な

数字は把握していませんけども、そもそも実績として、ＩＴ分野のマイスターを派遣してもら

っているものが少ない状況でございます。 

【金井会⾧】  どうもありがとうございました。 

 そうしましたら、どうしてもここで言っておきたいという御意見、いかがでございましょう

か。よろしゅうございますか。 

 それでは、御協力いただきまして、滞りなく議事のほうが進んだかなと思っております。御

協力誠にありがとうございました。 

 それでは、事務局にお返しします。 

【事務局（小林）】  金井会⾧、ありがとうございました。 

 また、委員の皆様におかれましても、熱心に御協議いただきまして、ありがとうございまし

た。 

 議事はこれにて終了となります。先ほど委員の皆様からいただきました御意見を踏まえ、各

種職業訓練がより一層地域ニーズに合致し、期待に応える事業運営となるよう、愛知県、愛知

労働局、機構愛知支部が連携を図りながら努めてまいりたいと考えております。委員の皆様に

おかれましては、引き続き御支援と御協力をお願いいたします。 

 以上をもちまして、令和６年度第２回愛知県地域職業能力開発促進協議会を終了いたします。 

 本日は誠にありがとうございました。 

 

── 了 ── 


